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ドイツ連邦宰相の基本方針決定権限の概念
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一、はじめに

　1999 年に中央省庁改革関連法が制定され、既存の行政組織法の多くは

改正された。内閣法の改正についていえば、内閣総理大臣の指導権強化の

ための内閣法 4条 2項における「内閣総理大臣は、内閣の重要政策に関す

る基本的な方針その他の案件」に関する発議権が新設された。さらに内閣

総理大臣の指導権確保を裏付けるために内閣府設置法が制定され、「内閣

の重要政策に関する内閣の事務を助ける」（同法 3条 1項）官房組織が再

編された。こうした一連の法改正が目指しているところは、「首相のリー

ダーシップの下における内閣の重要政策の企画・立案と総合調整」1）にあ

る。

　一方、内閣法における内閣総理大臣による「内閣の重要政策に関する基

本的な方針」という法文には、明らかにドイツ基本法 65 条との類似性が

みられる。ドイツ基本法 65 条によれば、「連邦宰相は、政治の基本方針を
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定め、これについて責任を負う」と規定している。この連邦宰相の権限と

ドイツ政治の実態から、宰相デモクラシーが唱えられ、議院内閣制におけ

る首相の機能がアメリカ型大統領と比肩できるほど強大になっているとい

う見方がある2）。確かにイギリス、ドイツの議院内閣制の外観は、強力な

行政府の長の指導性をみせている。かかる首相像を一つの理念型として、

日本の内閣総理大臣の憲法的地位を強化するという発想とその施策が、

1990 年代後半から現在まで主旋律であり続けるのは、ある意味自然な流

れなのであろう。とはいえ、かかる「強い首相像」は、かの国で一朝に形

成されたのではい。何かしらの合理的理由があり、歴史的に獲得されてき

たはずである。

　そこで本稿では、「弱い宰相」から「強い宰相」3）へと転換してきたとい

われるドイツ基本法における連邦宰相権限について論じることにしたい。

特に日本の内閣法 4条に影響を与えたドイツ基本法 65 条に定める連邦宰

相の基本方針決定権限の法的内実とその範囲を明らかにすることによって、

逆に連邦宰相の基本方針決定権限の責任制の課題を認識しうると考えるか

らである。

二、基本方針決定権限への分析視角

Ⅰ　基本法 65 条の三つの原理

　ドイツ基本法 65 条はこう定めている。「連邦宰相は、政治の基本方針を

定め、これについて責任を負う。この基本方針の範囲内において各連邦大

臣は、独立してかつ自らの責任において自己の所管事務を指揮する。連邦

大臣の間の意見の相違については、連邦政府が決定する。連邦宰相は、連

邦政府が決定し、連邦大統領が認可した職務規則に従って連邦政府の職務

を指揮する」。この条文には、統治内部構造における三つの原理が同居し

ていると一般に指摘されている。すなわち、宰相原理（Kanzlerprinzip）、
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所管原理（Ressortprinzip）、合議制（内閣制）原理（Kollegialprinzip）

である4）。これら三つの諸原理は、連邦宰相、連邦大臣、連邦政府間の権

限配分とその責任制の所在を示す指標でもある。この三原理の関係性をど

のように描くかは、ドイツ基本法における統治システム論と直結する課題

である。

　連邦政府は、執政権（vollziehenden Gewalt）の一部を構成する合議

制機関（kollegiales Organ）である5）。合議制原理が機能するのは、連邦

政府の意思形成領域についてである。すなわち、各連邦大臣は、自己の所

管する（所管原理）領域についてのみ指揮権（leiten）をもつが、各連邦

大臣間に意見相違がある場合には、最終的に連邦政府が多数決で決定する。

とはいえ、連邦政府が執政権の最高に地位にあるのではなく、執政権の個

別的任務に応じてその最高の権限のあり方が定まる6）。すなわち、連邦政

府の決定に関しては、連邦宰相が「政治の基本方針権限」を直接／間接に

行使することによって（宰相原理）、合議体たる連邦政府の意思形成に決

定的に関与しうるからである。また、連邦政府の合議制的意思形成の場面

では、連邦政府はその構成員の過半数の多数で議決を行うが、連邦宰相は

その議決にあたり議長として采配し、法的・事実的権力を行使する7）。

　連邦宰相の宰相原理は、ドイツ基本法ではヴァイマル憲法よりも強化さ

れたと一般に解されている8）。その理由は、第 1に、連邦宰相の対外的憲

法関係性における強力な権限、第 2に、執政機関内における連邦宰相の政

治の基本方針決定権限の存在にある。

Ⅱ　連邦宰相の対外的憲法関係性

　宰相の対外的憲法関係性は、対議会的関係性と対大統領的関係性の二つ

について問題となる。ビスマルク憲法（1871 年／第二帝政憲法）では、

そもそも統治内部構造について何ら定めを置く必要性がなかった。という

のも、ライヒ宰相（Reichskanzler）は、ライヒ唯一の大臣（Minister）
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であったからである。行政部門の所管担当者は、ドイツ官僚制の下、次官

（Staatsekretar）にあてがわられていた9）。

　ヴァイマル憲法では、ライヒ宰相及びライヒ大臣で構成されるライヒ政

府とライヒ議会との関係性は、極めて特異である。その一つがライヒ議会

によるライヒ政府構成員に対する個別大臣責任制である。同憲法 54 条は、

「ライヒ宰相及びライヒ大臣は、その職務の遂行についてライヒ議会の信

任を必要とする。ライヒ議会の明示的決議によってその信任を失ったとき

は、ライヒ宰相及びライヒ大臣は辞職しなければならない」と定めていた。

すなわち、ライヒ政府はライヒ議会に対する連帯責任制を有するというよ

りも、個々の大臣がライヒ議会に従属する地位にあった。他方で、ライヒ

政府またはライヒ宰相はライヒ議会の解散権を有さず、ライヒ大統領のみ

がこれを行使する（同 25 条 1 項）。加えてライヒ大統領は、ライヒ宰相の

任免権をもち、ライヒ大臣については、「ライヒ宰相の提案に基づき、ラ

イヒ大統領が任免」するとされていた。

　H. プロイスは、プライム・ミニスター型の議院内閣制を一つの理念型

として憲法構想を作り上げたが、ヴァイマル憲法下の議院内閣制は、これ

とは異なり、国民からの直接選挙で選ばれるライヒ大統領及び民主制的正

当性をもつライヒ議会からの二つの民意による統制を受ける二元型議院内

閣制にその特質があった10）。そうした統治形態の下、ライヒ政府が正常に

機能し、ライヒ宰相が政治の基本方針決定権限（同 56 条）を行使するには、

ライヒ大統領とライヒ議会多数派が協調的政治志向をもっていることが必

要条件であった。しかし、現実政治では、プロイスの構想は実体化せず、

常にライヒ政府は不安定化し、負の政治を経験せざるを得なかった。ナチ

ス政権誕生までの政権崩壊過程を見ると、20 の連立政権中、3回がライヒ

議会による不信任、ヴァイマル後期ではライヒ大統領による信任喪失が 2

回、その他は連立組み替えなどが原因で、政権は安定化することはなかっ

た11）。



現代法学　第 22 号

―　45　―

　これに対しドイツ基本法では、ヴァイマル憲法とはかなり異なる議院内

閣制が意識的に採用された。すなわち、個別大臣責任制は明示的に否定さ

れ、連邦議会は連邦宰相に対してのみ不信任を表明できる仕組みに変換さ

れている。ただ連邦議会による不信任の議決にあたっても、宰相個人不信

任の点で一致する連邦議会の多数派形成を妨げるために、後任者を過半数

で選出することが条件化されたいわゆる建設的不信任制度が設けられてい

る（ドイツ基本法 67 条 1 項）12）。また、連邦議会解散権については、連邦

宰相が「自己に対する信任を表明すべきことを求める」ときに、その信任

が連邦議会で否決され、後任者が選出されない場合に限って、連邦大統領

が連邦議会を解散する特異な法形式が採用された（同 68 条 1 項）。つまり、

連邦大統領の議会解散権はヴァイマル憲法とは異なり完全に、名目化され

たのである13）。

　このようにドイツ基本法では、連邦宰相と連邦議会、連邦大統領との憲

法的関係性は大きく変動したが、連邦宰相、連邦大臣、連邦政府の三つの

機関にかかわる連邦宰相の基本方針決定権限に関しては、ドイツ基本法

65 条はヴァイマル憲法 56 条を継受している。すなわち、ヴァイマル憲法

56 条は「ライヒ宰相は、政治の基本方針を定め、これについてライヒ議

会に対して責任を負う。この基本方針の範囲内において、各ライヒ大臣は、

自己の信託された事務を、独立して、かつ自己の責任において執行す

る」14）と定めていたが、ドイツ基本法でも、ほぼ同一の法文が必ずしも十

分な検討なしに 65 条において導入された15）。では、ドイツ基本法 65 条の

法的性格はどのようなものなのであろうか。

Ⅲ　法的課題としての基本方針決定権限　

　連邦宰相の基本方針決定権限の問題をみる上で有益な視点を提供してい

るのがマウラーである16）。マウラーによれば、基本方針決定権限は、事実

上その意義は少ないという。たとえば、14 年間宰相を務めたアデナウア
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ーは、自身、基本方針決定権限を一度しか使っていないといい、また 8年

間宰相を務めたシュミットもその在任中、一度も行使していないと語って

いるように、いわゆる大物連邦宰相は基本方針決定権限の行使をせず、権

限行使以前の段階で政治指導権を確保・行使している実態がある17）。この

点について、マウラーは、ドイツ基本法 65 条の基本方針決定権限には二

重の意義があると指摘している。一つは、法的観点であり、それによれば、

基本方針決定権限は、連邦宰相にこれを与え、宰相自身が各連邦大臣に対

して自己の政治的観念を主張し、これを実現する手段としているという。

もう一つは、政治的観点である。これによれば、基本方針決定権限は、宰

相の政治的役割を政府領域に積み込み、政治的な総体的方針を確定化させ

る状況を形成する点である。アデナウアーやシュミットは、法的意味での

基本方針決定権限を使用したのではなく、政治的意味における基本方針決

定権限を十分に行使したのだと指摘している18）。

　もとより、両者は無関係に並立しているのではなく、相互に補完しあっ

ている。通常は政治的基本方針決定権限が行使されれば足り、ことさら法

的基本方針決定権限を用いる必要性はない。法的基本方針決定権限は、非

常に困難なときに、宰相が自己の政治の基本方針の拘束性に依拠して、こ

の手段をもって自己の政策を実現せざるを得ない場合に意味がある。ただ

その場合にも、基本方針決定権限の機能は、実際に行使する点よりも、行

使しうる可能性の点に実質がある。いわば、基本方針決定権限の潜在的機

能である19）。

　基本方針決定権限を法的課題として描くことを前提にした場合、さらに

進んで、基本法 65 条の法的規範性の内実が問われなければならない。そ

の出発点にあるのが、「宰相デモクラシー（Kanzlerdemokratie）」の名の

下20）、宰相の地位強化と自己の政治指導の推進をはかった初代連邦宰相ア

デナウアーの存在である21）。アデナウアーの強力な政治指導は、基本法

65 条における宰相原理に起因していたが、これに対し学説は当初から、
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強すぎる連邦宰相の基本方針権限に対しては懐疑的であり、その法的枠組

みを構築する必要性に迫られていた。

　この点については、マウンツの学説が参考になる。マウンツは、基本方

針決定権限には四つの特質があると見ている22）。第 1に、政治の基本方針

は、その性質上、各連邦大臣によって実行されることを目的とする一般的

確定内容をもっている点である。すなわち、政治の基本方針は、「計画と

草案の集積」でしかない政権プログラム（Regierungsprogramm）とは

異なり、むしろ大綱法（Rahmengesetz）に近い存在といえる23）。

　第 2に、政治の基本方針は、義務づけの要素をもち、それ故「決定する」

という定式で確定内容をもつ点である。仮にこの認識しうる確定内容が欠

如しているならば、所管大臣はそもそも当該確定内容を支持することも反

対することもできなくなるからである24）。

　第 3に、政治の基本方針は、事実上、法規（Rechtssätze）である点で

ある。「というのも、宰相による基本方針は、あまたの諸個別事案につき

大臣を拘束するからである。法規は内部服務上、拘束力を保つが、外部に

対しては効果的拘束力を有していない。もっとも、各大臣が所管官庁の職

員及び所管官庁の下位に属する職員に対して指示を発する場合には、各大

臣間のこの拘束力は、この領域にも及ぶ。ただし、官僚システムの外に立

つ市民は、『政治の基本方針』に拘束されることはない」25）。

　第 4に、政治の基本方針は、裁判所の統制可能な法的問題として、憲法

争議の対象になりうる可能性をもつ点である。もっとも連邦宰相が、基本

方針の優先順位を入れ替えたりすることなどは裁量問題であり、憲法争議

からは排除される。憲法争議は、基本法上、連邦宰相と連邦大臣間におい

て意見の相違があるという理由ではなく、連邦宰相が所管大臣の職務領域

を侵害し、所管大臣が自己の責任で職務遂行を不可能にするような基本方

針決定が行われた場合には、機関訴訟が成立する可能性はある26）―もっ

とも連邦宰相は当該所管大臣を基本法 64 条に基づき連邦大統領に罷免を
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申し立てることができる。

　マウンツがこうした見解を示したのは、アデナウアーの強力な政治指導

を法の領域に引き込み、基本法 65 条の基本方針決定権限を梃子に連邦宰

相の「政治の基本方針」自体を法的枠組みで処理しようとしたからに外な

らない。こうした姿勢はその他の学説にもみられる27）。

　たとえばフリアウフによれば、ドイツ基本法では連邦宰相はいわゆる

「権限の権限（Kompetenz-kompetenz）」をもたないと指摘している。す

なわち、「ヴァイマル憲法下では、ライヒ宰相はライヒ大臣との関係にお

いて、宰相固有の権限に属するものを自ら決定する権限をもつ」との見解

が支配的であった。「ライヒ宰相は、個別事案について生じた政府構成員

との意見の相違がある場合に、政治の基本方針に関する自己固有の立場を

高め、これを通じて所管の長の立場に対抗して自己の立場を実現すべきだ

と捉えられていた」。28）これに対し、ドイツ基本法では、政治の基本方針権

限はドイツ基本法に依拠しており、憲法が適用する概念の限界づけは「法

学的処理が可能な法的問題」として目指されなければならず、この立場か

らは、連邦宰相は、自己に与えられた基本方針決定権限の範囲を自ら決定

することはできないと指摘している。29）

　このように基本方針決定権限の根拠のみならずその行使のあり様につい

ても、法の枠組みで捉えようとするのが今日の一般的傾向である。問題は

法的課題としての基本方針決定権限の実質的な概念内容をどのように憲法

学は把握できるかである。

三、基本方針決定権限の内容と限界

Ⅰ　基本方針権限の定位置

　基本法 65 条は、連邦宰相の基本方針決定権限（宰相原理）、各連邦大臣

の所管制（所管原理）、連邦政府制（合議制原理）の三要素を含むが、連
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邦宰相の基本方針決定権限は常にこの三者関係において把握されなければ

ならない。そこで、基本方針決定権限については次のことが主に論点とし

て問題となる。クレーンケによれば、第 1に、連邦宰相の基本方針の設定、

第 2に、連邦宰相の基本方針内容の決定権、第 3に、各連邦大臣の職務遂

行権の確保、第 4に、合議機関（内閣／連邦政府）の調整・調停作用が指

摘されている30）。

　第 1の連邦宰相の基本方針設定について、連邦宰相は基本方針を政治裁

量の一部として扱いつつも、原則規範（grundsätzliche Regelungen）に

よってのみ下されなければならない。そのため、基本方針は、そもそも

「基本法及びその他の法律に違反してはならない」制約が当初より課せら

れている31）。連邦宰相がひとたび基本方針を設定した場合には、連邦大臣

と連邦政府を拘束するが、連邦宰相自身はこれに必ずしも拘束されず、自

身で基本方針を変更することができる。基本方針が設定された後、連邦大

臣は自己の責任でその所管任務の範囲内において、その行動の自由を有す

る。但し、連邦宰相は、一般的意義をもった基本方針を設定しことで、各

連邦大臣に対し個別的指示を付与することが許容されている。つまり、連

邦宰相の基本方針決定権自体は、「政治の一般的基本方針、つまり政府の

大きな政治目標を決する」点に意義があり、同時にその設定は「一般的な

政治的意思形成にあたって政府構成員に対抗するために政府の長の優越的

地位を確保する」ことに主眼が置かれている。32）

　第 2の連邦宰相の基本方針内容の決定権についてである。連邦宰相はい

わゆる「権限の権限（Kompetenz-kompetenz）」をもたないものの、基

本方針の内容を自ら解釈する権限を有する。そのため、連立協定による基

本方針の変更、政権獲得後の政府プログラムの変更は―その政治的リス

クを別にして―連邦宰相の固有の権限であるとみることができる33）。

　第 3の各連邦大臣の職務遂行権の確保の課題は、各連邦大臣の固有の権

限の課題であるが、逆からみれば、それはその責任制の範囲の課題であり、
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むしろこの視点の方が重要である。基本法 65 条が定めるように、各連邦

大臣は「基本方針の範囲内」で所管事項につき自己責任で行動することが

できる。確かに、所管原理によれば、政府の任務は専門領域に従って各所

管に配分されるが、「基本方針の範囲内」という絶対条件に各連邦大臣が

拘束されるため、各連邦大臣の責任も限定化される。その拘束性から「立

法府に対する各連邦大臣の直接的責任は発生せず、むしろ議会に対する間

接的責任のみが生れる。直接的には各連邦大臣は連邦宰相に責任を負

う」34）にとどまる。すなわち、各連邦大臣は連邦議会に対する個別責任を

負わないだけではなく、そもそも対議会責任制からは免れ、少なくとも基

本法上はもっぱら連邦宰相のみにその責任を負う。連邦宰相が基本方針を

設定し、その内容を確定させた後では、各連邦大臣はその基本方針を遵守

して所管事項を行うだけであり、これに反する行動をとった場合には辞職

するか、あるいは「連邦宰相の提案に基づき連邦大統領による罷免」（基

本法 64 条 1 項）を受けるしかない。つまり、連邦宰相原理は所管原理に

優越して、基本方針の現実化が図られることになる。

　第 4の合議機関（内閣／連邦政府）の調整・調停作用は、「連邦大臣の

間の意見の相違については、連邦政府が決定する」（基本法 65 条）という

法文から導き出せる合議制原理の課題である。合議体組織である政府は、

連邦宰相の基本方針を前提に、一切の問題について審議し、調整を行う。

内閣制（Kabinettsystem）の下、各連邦大臣は、政府の長と共に一つの

合議制的決定機関を形成する。内閣制とは、その純粋の形式上、各所管大

臣が一つの合議体にまとまり、多数決に従い各所管の行政を指導すること

を意味する。当該所管の指導者は純粋形式的には本質上、合議制的全体の

単なる遂行機関であるとみられる。その結果、内閣自体は政治責任を負わ

ない。というのも、基本法 65 条 3・4 段に基づいて、内閣は調整任務こそ

が重要であり、その調整は、連邦宰相の基本方針権限、各連邦大臣の所管

原理に対して優越的機能をもち得ないからである。いわば、基本法上の合
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議制的原理によって機能する連邦政府は、連邦宰相によって「指導された

合議体（geleitettes Kollegium）」なのである35）。

　以上、宰相原理、所管原理、合議制原理の三つの関係性について素描し

てきたが、この三つの関係性は、並列化しているのではなく、重層化して

いるとみられる。むしろ政治現実では、この三つの要素の優越問題が顕在

化する場合が多い。

Ⅱ　基本方針権限の優位性と限界

　ドイツ基本法 65 条における連邦宰相の政治の基本方針決定権限が、そ

れ自体法的枠組の下に置かれるとしても、その射程範囲は著しく広汎であ

る。ヘルメスは、連邦宰相の政治の基本方針について、次のような概念設

定を与えている。まず、「政治」の概念の具体化には、国家全体に関わる

目標、社会的権力の制度・その行使に関わる創造的決定、特定の理念・目

標の設定及び実現化が含まれている。他方で「基本方針」の概念には、最

終的プログラムの特性と実現可能で必要不可欠な枠組という特質が含まれ

ていると指摘する。その結果、「政治の基本方針」は、「基本的国家制度を

決定してゆく形成決定」、「政策の目標・方向性の公表」、「政治的方針原

則・指導原則」、「基本的かつ方向性をもった決定」、「連邦政府の国内外に

向けた一般的目標の枠組」36）として描かれる。

　とはいえ、基本方針決定権限は、憲法上の統治内部の権能の課題である

以上、そこには一定の制限が課せられる。国法学者たちが基本方針決定権

限を法の枠で処理しようとした実践的意味は、政治を動かす連邦宰相の基

本方針決定権限を所管原理、合議制原理と対抗させたところにある。加え

て、基本方針決定権限自体への制限も当然ある。というのもドイツ基本法

65 条は、政治プログラムの規定ではなく。連邦宰相への枠機能を果たす

からである。では、基本方針決定権限には、どの点に限界があるのであろ

うか。
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　一般的にみれば、連邦宰相は規定通りに成立した内閣の決定に拘束され

つつも、彼の個人的意見と審議における自身の見解の軽重を通じて内閣の

意思形成に関与する。連邦宰相は、その決定に基づいて必要なる措置

（Nötige）を企図する（たとえば、議会の総会において法律議決を求める

さらなる指導）。しかし、論議されて明らかになった政治問題が、当初の

決定に関わる個別問題として現れた場合には、内閣の意思に従って連邦宰

相を拘束することは問題である37）。つまり、宰相原理は明示的に所管原理

に優越しつつも、宰相原理が合議制原理に優越することは、基本法上、明

文化されていない。では、宰相原理は合議制原理と同じランクにあるとい

えるのであろうか。換言すれば、連邦宰相の基本方針権限の特権は、閣議

室の入口のところにその限界を見いだすことができるのであろうか38）。こ

の課題について、フリアウフはその限界点を次のように区分している。第

1に、基本方針決定権限そのものに対する憲法上の諸原則による制限、第

2に、連邦宰相による基本方針の発令形態自体に関わる制限、第 3に、基

本方針決定の内容への制限、である。

　第 1の基本方針決定権限そのものに対する憲法上の諸原則による制限と

は、統治の基本原則である議院内閣制に関わる制約のことである。フリア

ウフは、ドイツ基本法の議院内閣制の質の課題として、政府は議会の執行

委員会ではなく、法的に独立した機関であることが重要であると指摘して

いる。とくに、ドイツ基本法 63 条 4 項及び 67 条 1 項では、連邦宰相の選

出方法と連邦大臣の対連邦議会個別責任制の否定が定められているが、こ

れら規定はそもそも少数政権を合法化し、また前提としている。すなわち、

少数政権であれば、その政権維持のために安定政権よりもより一層、連邦

議会の多数派の意思を尊重しなければならないが、連邦宰相も、連邦議会

と同様に、国民のために国家権力の担い手として活動し、その意味で連邦

議会の多数派ではなく、国民の代表者して行動しているとみられる。とは

いえ、連邦宰相は連邦議会との関係性において、三つの依存関係性に置か
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れる。建設的不信任による失脚の可能性、自己の政策実現にかかわる法律

制定のための多数派工作、連邦宰相の職が所属政党・連立政党により拘束

されること、である。しかし、フリアウフはかかる拘束性を高く買いかぶ

ることを戒め、連邦議会の政治的決定からの連邦宰相の法的独立性は、連

邦宰相に対して、常に自己の政策と連邦議会の多数派の意思との間にある

健全な緊張関係を生み出す可能性を与えていると捉える39）。いわば、連邦

宰相の基本方針決定権限の自由とその限界は、連邦議会の多数派の意思と

の拮抗によって、統治構造それ自体に内在化しているとみているのである。

　第 2の連邦宰相による基本方針の発令形態自体に関わる制限とは、基本

方針決定権限の行使に課せられる制約のことである。この基本方針は、ド

イツ基本法及びその他の法律に違反して発せられてはならない制限がある。

というのも、連邦宰相の基本方針決定権限は、基本法によって付与された

権限であり、そのために憲法的秩序の枠に拘束されるからである。そうし

た消極的制約の外に、憲法の価値決定に基づく積極的制約がある。フリア

ウフは、当初のボン基本法体制のもと、ドイツ再統一条項（旧ボン基本法

前文／旧 146 条参照）を考慮しない外交の基本方針、旧ボン基本法が事前

決定している社会的法治国家原理に反する基本方針は、違憲と目されると

指摘している40）。

　第 3の基本方針決定の内容への制限とは、ドイツ基本法と法律によって

引かれる実定法上の内在的・内容的限界のことである。この限界は、連邦

宰相の職務地位及びこれに結びついた議会制的責任から生まれる41）。連邦

宰相の基本方針に基づく政府政策は、連邦議会の多数派の意思によって承

認・実行される。その点、連邦宰相は、連邦議会との協調性を担保できな

い政策設定をすること自体に対し制約が課せられている。少数政権、連立

政権の場合には、他党との事前の政策合意が必要であり、単独政権の場合

にも事情は同様であろう。連邦宰相は、自己の政策実現について、第一義

的に連邦議会に責任を負う。フリアウフは、その責任制に連邦宰相による
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個々の政策実現に対する制約性をみてとっている。換言すれば、連邦宰相

は基本方針に基づく政府政策の実現可能性があるか否かを考慮せざるを得

ず、連邦宰相は、そのリスクを「議会に対する自己の責任性に立脚する国

家及び全体性と特別な法的連関性」42）の下に置かれざるを得ない。換言す

れば、連邦宰相の基本方針の決定は、常に連邦議会による建設的不信任の

端緒を切り開く可能性をもち、だからこそ連邦宰相は連邦議会の多数派の

意思のありかを探りつつ、連邦議会の意思を基本方針に適合的に変容させ

る必要がある。そこでは、連邦宰相の対連邦議会の政治的従属性というよ

りも、自己の政策実現に関する対議会責任制が重視される。連邦宰相のみ

が対議会責任を負うというこの図式は、必然的に連邦宰相が基本方針を広

範囲に決し、これを実行するという権限をもつことに至る。責任を負うと

いうことは、決定の自由をもつことと同義であり、広汎な責任はそれに対

応した決定の範囲をもつことを意味するからである。

四、日本との関連性

　いわゆる「官僚内閣制」から強い「リーダー・シップをもった首相」像

への転換が日本政治の課題であり43）、こと 3.11 以降、強力な権限をもっ

た首相が求められている。かかる首相像を実像化するには、一つには首相

個人のパーソナリティーが関わっている。ドイツの場合には、アデナウア

ー、シュミットのような各連邦宰相、日本では古くは吉田茂、最近では小

泉純一郎という個性的な首相が、強力なリーダー・シップを発揮した。

　しかし、ここで問題としたいのは、パーソナリティーではなく、統治制

度そのものである。ドイツ基本法では、連邦宰相の基本方針決定権限は、

憲法内在的であり、議院内閣制という統治システム自体に立脚している。

単なる執政権内部構造における宰相原理、所管原理、合議制原理の配分方

法の課題ではない。連邦宰相の基本方針決定権の制約論、その責任の範囲
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が論じられるのは、正に強力な宰相デモクラシー論への制限化の結果であ

る。

　日本の首相のリーダー・シップ論は、それとは逆向きの方向性を示して

いる。日本の首相の権限強化を求めるには、そもそも憲法典上の制約があ

り、それ故に法律で内閣・首相の強化を図るところに特色がある。権限強

化が立法事項であるため、時の政権の思惑が先行し、しかも「強い内閣」

を選挙制度改革、行政組織関連法の制定・改正により政権党は構築してき

たと思われる。だが、憲法構造自体に内在する内閣の対国会連帯責任制は

常にその阻止要因として機能する。つまり、内閣法 4条において首相の基

本方針権限を新設したとしても、首相は内閣の連帯責任制から逃れること

はできず、その意味で憲法典自体が「強い内閣」の誕生を阻んできたとみ

て良い。

　もう一つ大きな論点がある。それは、制度的条件である。日本では、内

閣法、内閣府設置法等の改正・新設を通じて、首相権限の強化が図られた

が、ポスト小泉以降、「強い首相」が登場していない。これは、単に首相

個人のパーソナリティーの質に還元されるだけではなく、制度的条件とこ

れに対応する政治環境が、首相の権限行使の「強弱」を決定しているから

である。その制度的条件あるいは憲法的枠組は、日本国憲法における内閣

の対国会連帯責任制にある。そこにある論点を次のように指摘することが

できる。

　第 1に、日本国憲法の国家実践において個別大臣責任制が肯定されてい

る問題がある。ドイツ基本法では、ヴァイマル憲法時代に個別大臣責任制

が政府を不安定化させた一つの原因として認識され、連邦宰相のみの対連

邦議会責任制が意識的に構築された。これに対し日本国憲法では、憲法

66 条 3 項は「内閣は、行政権の行使について、国会に対し連帯して責任

を負ふ」と定め、内閣の連帯責任制が基本であることが宣明されている。

しかし、衆議院における各個別大臣不信任決議の提案、さらにはいわゆる
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逆転国会発生時における野党側からの首相または各国務大臣への参議院に

よる問責決議が議決される実態からすれば、事実上、日本の憲政では、個

別大臣責任制が制度化されているといっても過言ではない44）。とりわけ、

個別大臣責任制を各国務大臣の行動の自由として自己責任の名の下に保障

するというよりは、内閣の対国会連帯責任制のいわば代替的機能をあてが

われ、参議院多数派による倒閣手段と化している点は否めない。逆転国会

という政治環境は、その意味で首相の権限行使を著しく制限している。

　第 2に、連帯責任制の相手の課題がある。日本国憲法では、合議体とし

ての内閣が連帯として衆議院ではなく、合議体としての国会に責任を負う

ことが定められている。合議制原理と所管原理に優越する首相の指揮監督

権（内閣法 6条）を用いて内閣の統一性を首相が確保したとしても、首相

は衆議院と参議院双方から攻撃を受ける。合議体としての国会が、統一的

意思形成を首相の意に即して行う場合には問題とはならないが、逆転国会

がある場合には、合議体としての国会の意思形成は、衆議院優越の憲法所

定事由以外では、著しく困難である。「参議院までの内閣の連帯責任制」は、

その意味で「内閣の重要政策に関する基本的な方針」（内閣法 4条）の決

定自体に重大な影響を与え続ける。

　日本国憲法上、内閣総理大臣の基本方針決定権限を内閣法に明示し、そ

のリーダー・シップを発揮させうる法律的環境を整えるという発想は、内

閣の強化と行政内部の首相統治の構造転換に資することはあっても、議院

内閣制という大きな場面では、憲法が定める内閣の対国会連帯責任制が阻

止要因として存在する。換言すれば、日本国憲法は、「強い内閣」、「首相

のリーダー・シップ論」とは合致し得ない構成要素を本来的に抱えている

といって良いであろう。

　最後に、昨今の執政権論との関係について一言しておこう。憲法 65 条

に定める「行政権は、内閣に属する」という法文における行政権の意味に

ついてである。日本では、控除説が通説であり、行政権の積極的定義は
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―僅かな例外を除けば45）―困難を極めている。その原因は、行政権の

範囲が広範でありすぎ、行政＝法律執行のイメージで捉えることが不可能

であったからにほかならない。憲法 73 条 1 号に定める「国務を総理する

こと」という法文が、すでに憲法典内在的にそのことを物語っている。つ

まり憲法第 5章に定める内閣の憲法的任務は、ドイツ基本法と同様 voll-

ziehenden Gewalt（Executive）として把握できるが、狭義の行政権を念

頭に、法律執行＝行政（Verwaltung）という図式は、内閣の一つの憲法

的任務を反映しているに過ぎないとみられる。そうだとすれば、昨今の執

政権論は46）、ある意味、行政権の広狭という定義問題に還元することもで

きるはずである。

　しかし、筆者が注目する点は、そうした点ではなく、内閣の対国会連帯

責任制の文脈で、その責任の始原的原因が、法律執行＝行政権行使にある

のではなく、内閣総理大臣が具体的に国務の「総理」に失敗し、その統括

責任を内閣が連帯して国会に負わなければならない点にある。そこでは、

明らかに vollziehenden Gewalt（Executive）行使の失敗の結果責任が、

内閣の存立と直接関係していると思われる。すなわち、内閣の対国会連帯

責任制の根拠は、憲法 72 条における内閣総理大臣の行政各部指揮監督権

行使、憲法73条における内閣の各権能を含めた憲法65条にいう「行政権」

行使の結果的政治責任にある。その政治責任の負い方が、内閣総辞職―

衆議院解散の場合も事後的に内閣総辞職が求められている―なのである。

かかる連帯責任制を負わざるを得ない内閣は、逆説的にだからこそ広範な

行動の自由が保障され、そうした内閣の行動の自由の範囲を確定しうるも

のとして「行政権」が描かれるべきだったのであろう。

五、小結

　ドイツ基本法 65 条における連邦宰相の基本方針決定権限は、宰相原理
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にしたがって連邦宰相の卓越した政治指導権を保障するために存在すると

いえる。とはいえ、法の枠組にこの権限を押しとどめ、所管原理と合議制

原理との調和の中で基本方針決定権限が制約される。しかも、ドイツ的議

院内閣制の論理では、連邦議会による連邦宰相への責任追求手段が留保さ

れるため（同 63 条、67 条及び 68 条）、連邦議会の承認を背後にもたない

連邦宰相の基本方針決定権限の行使は、著しく制約化される。

　もっとも、ドイツ基本法では、合議体としての内閣の対連邦議会連帯責

任制は存在せず、同時にヴァイマル憲法とは異なり、個別大臣責任制が否

定され、もっぱら連邦宰相単独の対連邦議会責任制のみが採用された結果、

逆に連邦宰相は自己責任の下、統治内部構造において優越的支配権を行使

しうる。特に、連立政権の場合、連邦大臣が連立相手の政党の党首である

とき、所管原理を主張する連邦大臣に対して、連邦宰相は自己責任で基本

方針の実現・修正を指導しうる。47）そこでは、連邦宰相の指導力と合議制

原理の兼ね合いが、所管原理に優越的に作用することが期待されている。

　以上のようなドイツ基本法における基本方針決定権限のあり様は、日本

の統治内部構造における首相のリーダー・シップ論とは、次元も実態も異

なる。日本型議院内閣制では、内閣の対国会連帯責任制の下、そもそもそ

の責任の範囲自体が定まっていない―参議院による首相問責決議の国家

実践。つまり議院内閣制の本質をめぐる責任本質説の最初のところで、責

任の範囲論はつまずかざるを得ない。また均衡本質説の議論においても、

内閣の解散権が及ばない「強い参議院」の存在は、「強い首相」との折り

あいをつけることを著しく困難にしている48）。そうした憲法状況下で、首

相の基本方針決定権限を内閣法に明記した意味とは、一体何であったので

あろうか。

　加えて、「強い内閣論」、「首相のリーダー・シップ論」が、ときとして

首相個人のパーソナリティーに期待する傾向が昨今特にみられる。いわゆ

るポピュリズム論である49）。選挙にも「強い首相」を擁する一つの政党が、
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衆議院と参議院において多数派を形成すれば、首相のリーダー・シップは

盤石になり、内閣と国会の関係性は協調的になる。そこでは内閣の対国会

連帯責任制は、総体的に低減化し、逆に責任から解き放たれた首相は、憲

法上のその地位を最大化することができる。しかも法律で首相権限が強化

された状況と重ね合わせると、首相権限の統制は、そこではほとんど困難

になる。その適例が小泉政権時代の郵政解散劇だったのであろう。ポピュ

リズムの一様式が現憲法の衆議院解散に関する解釈の限界を超えたという

意味で、この政権の存在とこれを支えた有権者の応答は、立憲政治の臨界

点を示したのである。では、これを首相の基本方針決定権限強化の好例と

して描いて良いのであろうか。

　小泉首相以後の各政権が、一年単位の短期政権であり続ける現象は50）、

ある意味異常である。ドイツと日本とのこの距離感は、宰相／首相の言葉

にある相違、あるいは政治指導者の基本方針決定権限の強弱の問題という

よりも、内閣統治の一形式である議院内閣制の質に起因している。それだ

けに首相権限強化論は、法制度としての行政機構の改革論では本来、処理

しきれない問題群であったはずである。だからこそ逆説的に、宰相・首相

の基本方針決定権限への憲法的統制という議院内閣制の実質の課題が―

こと日本では―今後とも憲法学の課題であり続けるのである。

【追記】

　本稿は、科学研究費補助金 2010 年度基礎基盤研究（C）〔22530038〕及

び本学 2011 年度個人研究助成費による研究成果の一部である。
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